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前期比(%)

2024年

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

実質GDP 0.3 1.2 1.0 － 0.9 0.0 －  0.5 ---

同 　   (年  率) 1.3 4.8 4.1 － 3.6 0.0 －  2.0 ---

同　    (前年同期比) 0.6 2.6 2.3 1.6 1.2 －  0.2 ---

内需寄与度　　　　　 (*) － 0.0 1.3 － 0.7 － 0.8 － 0.2 －  0.2 ---

個人消費 0.2 0.7 － 0.7 － 0.3 － 0.4 －  0.7 － 0.4

住宅投資 0.4 0.7 1.8 － 0.9 － 1.4 －  2.5 － 0.1

設備投資 － 1.4 2.5 － 1.7 － 0.2 1.8 －  0.8 － 0.1

民間在庫　　　　　 (*) － 0.1 0.5 － 0.1 － 0.6 － 0.2 0.2 0.2

政府最終消費 0.7 0.2 － 0.1 0.3 － 0.2 0.2 0.0

公共投資 0.4 0.9 2.2 － 0.3 － 0.2 3.1 0.2

外需寄与度　　　　　 (*) 0.3 － 0.2 1.7 － 0.1 0.2 －  0.3 ---

輸出 0.7 － 2.4 3.8 0.3 2.8 －  5.0 － 1.1

輸入 － 1.0 － 1.5 － 3.6 0.9 1.8 －  3.4 0.8

名目GDP 1.9 2.2 2.6 － 0.2 0.7 0.1 ---

同  　  (年  率) 8.0 9.1 10.7 － 0.6 2.7 0.4 ---

同 　   (前年同期比) 2.1 4.9 6.1 6.9 5.2 3.4 ---

1.4 2.3 3.7 5.2 3.9 3.6 ---
GDPデフレーター
　　　　　　(前年同期比)

寄与度
2022年 2023年
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調査レポート 
 

2024 年 1～3 月期の GDP（1 次速報）結果 
 

～再びマイナス成長に陥り、景気が足踏み状態にあることを示す～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 

 

5月 16日に内閣府から公表された 2024年 1～3月期の実質 GDP成長率（1次速報値）は、前期比－0.5%

（前期比年率換算－2.0%）と 2 四半期ぶりのマイナス成長に陥った。内需が 4 四半期連続でマイナスとなるなど

内容も弱く、景気が足踏み状態にあることを改めて示す結果である。 

需要項目ごとの動きを見ていくと、内需のうち実質個人消費は前期比－0.7%と 4 四半期連続で落ち込み、マ

イナス幅も拡大した。財別の内訳を見ると、品質不正問題による自動車の生産・販売停止の影響などにより耐久

財が同－12.2%と急減し、個人消費全体を大きく押し下げた。また、価格高の影響による節約志向の高まりによっ

て非耐久財（食料、エネルギー、日用品など）が同－0.1%と 4 四半期連続で減少したほか、半耐久財（被服・身

の回り品など）も同＋0.2%と低い伸びにとどまった。一方、サービスは同＋1.0%と堅調に増加した。宿泊・飲食サ

ービス、旅客輸送、レジャーといった対面型サービスへの支出は底堅さを維持しており、個人消費の落ち込みの

緩和に寄与した。 

実質住宅投資は、資材価格の高騰などの影響で住宅着工戸数が弱含んでいることを反映して、前期比－

2.5%とマイナスが続いた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質 GDPに対する寄与度 
（出所）内閣府「四半期別 GDP速報」 
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企業部門では、実質設備投資が前期比－0.8%と落ち込んだ。好調な業績を反映して企業の投資意欲の強さ

は維持されているが、オフィスビル、店舗、工場といった建物・構築物を中心に建設コストの増加が続いているうえ、

工場稼働停止の影響を受けて商用車の販売が落ち込んだ。実質在庫投資は、前期比に対する寄与度はマイナ

スが続いていたが、＋0.2%と 4四半期ぶりにプラスとなった。 

政府部門では、高齢化の進展を背景に一般の医療費や介護費が増加しており、実質政府最終消費は前期比

＋0.2%と増加した。また、実質公共投資は前期比＋3.1%と 3四半期ぶりに増加し、伸び率もやや高めとなった。 

以上の結果、内需の前期比に対する寄与度は－0.2%と 4 四半期連続でマイナスとなった。これに対し、外需

寄与度は－0.3%と 2四半期ぶりにマイナスに転じた。財輸出が自動車を中心に前期比－4.1%と落ち込んだうえ、

サービス輸出が、前期における知的財産権等使用料の受取急増の反動で同－8.0%と大きく落ち込んだため、

実質輸出は同－5.0%と低迷した。サービスの輸出に含まれるインバウンド需要は、前期比＋11.6%と堅調に増加

し、金額も過去最高額を更新したが、サービス全体の落ち込みをカバーするには至らなかった。一方、実質輸入

は、財輸入を中心に同－3.4%と減少したが、輸出の落ち込み程は大きくなかった。 

名目 GDP 成長率は前期比＋0.1%（年率換算＋0.4%）とプラス成長を確保したが、金額（季節調整値の年率

換算値）は 599.0兆円と節目の 600兆円には届かなかった。経済全体の総合的な物価動向を示すGDPデフレ

ーターは、前年比＋3.6%と 7～9 月期の同＋5.3%からピークアウトしているが、資源価格上昇などを受けた輸入

物価上昇が国内に浸透しており、依然として高い伸びを続けている（季節調整済み前期比では＋0.6%）。 

2023年度全体では前年比＋1.2%と 3年連続でのプラス成長となったが、成長のゲタによって押し上げられて

おり、ゲタを除くと＋0.2%にとどまるなど年度を通じて景気回復の勢いは弱かった。 

4～6月期は、自動車生産の回復、サービス輸出の落ち込みの反動などによりプラス成長に復帰する見込みで

ある。また、それ以降も、①春闘の高い賃上げ率が反映されることで名目賃金が上昇する、②物価上昇圧力が次

第に落ち着き実質賃金のマイナス幅が縮小していく、③海外経済が持ち直していく、④企業業績が好調で設備

投資意欲が強い、⑤インバウンド需要の増加が続くなどのプラス要因を背景に、プラス基調が維持されるであろう。

一方、円安による輸入物価の上昇を通じて個人消費の回復が遅れる、人手不足による供給制約が生じるなどに

より、持ち直しのペースが鈍る懸念がある。 
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